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はじめに  

 

 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（以下、「機構法」という。）第３５条の２第１項では、「機構

は、毎事業年度、主務省令で定めるところにより、廃炉等を実施するために必要な技術に関する研究及

び開発の内容及び成果、助言、指導及び勧告の内容その他の廃炉等に係る業務の実施の状況について主

務大臣に報告しなければならない」と定められている。 

 

本報告書は、これに従い、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の廃炉支援部門の平成２７年度の業務実

施状況について報告を行うものである。対象期間は、２０１５年４月１日から２０１６年３月末までと

する。 
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１．１．１．１．原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）についてについてについてについて    

（１）（１）（１）（１）原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）（廃炉支援部門）の役割の役割の役割の役割    

現在、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下、「福島第一原子力発電所」

という。）の廃炉が、政府の「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロー

ドマップ」（以下、「中長期ロードマップ」という。）に沿って進められている。 

２０１４年８月、中長期的な廃炉に向けた戦略策定と重要課題に対する技術的検討の必要性の高まり

を受け、原子力損害賠償支援機構が改組され、原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下、「ＮＤＦ」と

いう。）が発足した。 

 ＮＤＦは、「廃炉等を実施するために必要な技術に関する研究及び開発」（機構法第３５条第４号）、

「廃炉等の適正かつ着実な実施の確保を図るための助言、指導及び勧告」（同条第５号）、「廃炉等に

関する情報の提供」（同条第６号）を法定業務としている。図１は、福島第一原子力発電所の廃炉に係

る関係機関の役割分担及びその中でのＮＤＦの位置付けを示すものである。 

 

 

図１ 福島第一原子力発電所の廃炉に係る役割分担 

 

この役割分担の下、ＮＤＦは、政府に対して技術的な検討について報告するとともに、東京電力ホー

ルディングス株式会社（以下、「東京電力」という。）に対して廃炉の着実な推進に向け、技術的見地

から助言・指導を行っている。また、基礎・基盤研究を含む廃炉に向けた様々な研究活動が福島第一原

子力発電所の廃炉作業に効果的に繋がるように、廃炉に向けた研究開発状況を一元的にレビューすると

ともに、廃炉研究開発連携会議を開催し、関係者の連携促進に努めている。あわせて、広く国内外の関

係者との協力連携を図るとともに、廃炉に関する情報の発信を進めている。      

 

政府政府政府政府 東京電力（廃炉推進カンパニー）東京電力（廃炉推進カンパニー）東京電力（廃炉推進カンパニー）東京電力（廃炉推進カンパニー）

研究開発の実施研究開発の実施研究開発の実施研究開発の実施

国際廃炉研究開発国際廃炉研究開発国際廃炉研究開発国際廃炉研究開発機構機構機構機構 (IRID)

日本原子力研究開発機構（日本原子力研究開発機構（日本原子力研究開発機構（日本原子力研究開発機構（JAEA）等）等）等）等

原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構原子力損害賠償・廃炉等支援機構

安全規制の実施安全規制の実施安全規制の実施安全規制の実施

原子力規制委員会原子力規制委員会原子力規制委員会原子力規制委員会

報告重要課題
の提示

事業予算
の交付

進捗状況・課題の共有

進捗管理

報告

報告 助言
指導

報告
申請

監視
審査

・廃炉・汚染水対策の実施主体として・廃炉・汚染水対策の実施主体として・廃炉・汚染水対策の実施主体として・廃炉・汚染水対策の実施主体として
安全かつ着実な事業の推進安全かつ着実な事業の推進安全かつ着実な事業の推進安全かつ着実な事業の推進
・中長期ロードマップに基づく具体的な・中長期ロードマップに基づく具体的な・中長期ロードマップに基づく具体的な・中長期ロードマップに基づく具体的な
取組の策定・実施取組の策定・実施取組の策定・実施取組の策定・実施

等等等等

・廃炉技術に関する戦略の策定・廃炉技術に関する戦略の策定・廃炉技術に関する戦略の策定・廃炉技術に関する戦略の策定
・廃炉に関する技術的支援・廃炉に関する技術的支援・廃炉に関する技術的支援・廃炉に関する技術的支援
・研究開発の一元的マネジメント・研究開発の一元的マネジメント・研究開発の一元的マネジメント・研究開発の一元的マネジメント

・中長期ロードマップの策定・中長期ロードマップの策定・中長期ロードマップの策定・中長期ロードマップの策定
・・・・それに基づく廃炉・汚染水対策の進捗管理それに基づく廃炉・汚染水対策の進捗管理それに基づく廃炉・汚染水対策の進捗管理それに基づく廃炉・汚染水対策の進捗管理

等等等等
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（２）（２）（２）（２）原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）の体制原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）の体制原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）の体制原子力損害賠償・廃炉等支援機構（廃炉支援部門）の体制    

ＮＤＦ廃炉支援部門は、役員、３つのグループ及び福島第一原子力発電所現地事務所で構成されてい

る。    

 

①①①①廃炉総括グループ廃炉総括グループ廃炉総括グループ廃炉総括グループ    

廃炉総括グループは、廃炉支援部門に関連する総括業務、廃炉等技術委員会及び廃炉・原子力安全分

科会の開催、関係機関との調整、広報を担当する。また、ステークホルダーとの対話機能を担うほか、

福島第一原子力発電所現地事務所（※）の事務を統括する。 

 

※※※※福島第一原子力発電所現地事務所福島第一原子力発電所現地事務所福島第一原子力発電所現地事務所福島第一原子力発電所現地事務所    

福島第一原子力発電所におけるＮＤＦ廃炉支援部門の拠点として、廃炉作業の進捗等の最新の

現場状況の把握、現地の東京電力等の関係者に対する技術的助言を担当する。また、福島県内で

開催される各種会議に出席し、現地での関連情報の収集及び廃炉に係る技術的な情報の発信を行

う。廃炉総括グループに属し、Ｊビレッジの近傍に事務所を構える。 

 

②②②②国際グループ国際グループ国際グループ国際グループ    

国際グループは、廃炉に係る海外の情報の収集及び海外への情報発信を担当する。海外の関係機関や

有識者との連携・協力を進めるとともに、海外の原子力関連施設の現地調査の企画及び調整、海外特別

委員の招請等を行う。 

    

③③③③技術グループ技術グループ技術グループ技術グループ    

技術グループは、廃炉に向けた技術的な検討を担当する。戦略プランの策定、専門委員会及び廃炉研

究開発連携会議の開催、研究開発の一元的なレビューと連携促進、人材育成に関する支援業務を行って

いる。企画グループ（※）を統合し、上記の業務を一体的に遂行している。 

 

※企画グループの役割※企画グループの役割※企画グループの役割※企画グループの役割    

中長期戦略の検討に関する企画・管理、全体調整とそれらの業務に必要となる調査・情報収集、

技術情報のアーカイブ化、研究開発の企画・調整・管理、人材育成に関する業務を実施する。特に、

長期的な廃炉の進捗に向けた研究開発及び人材育成に係る産学官の連携を促進する。 

 

（（（（３３３３））））廃炉等技術委員会廃炉等技術委員会廃炉等技術委員会廃炉等技術委員会    

廃炉支援業務に係る重要事項を審議するために、廃炉等技術委員会を開催した。 

 

○構成員 

＜廃炉等技術委員会委員＞（２０１６年２月２３日時点） 

・近藤 駿介 東京大学 名誉教授（原子力発電環境整備機構 理事長）＜委員長＞ 

・淺間 一 東京大学大学院工学系研究科 教授 
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・大西 有三 関西大学環境都市工学部都市システム工学科 特任教授 

・岡本 孝司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・鎌田 博文 大成建設株式会社 常務執行役員・原子力本部長 

・竹内 敬介 日揮株式会社 相談役 

・杤山 修 公益財団法人原子力安全研究協会 技術顧問 

・児玉 敏雄 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 理事長 

 

＜海外特別委員＞（２０１６年２月２３日時点） 

・クリストフ・ベアール（Mr. Christophe Behar） 

      【フランス】フランス原子力・代替エネルギー庁(ＣＥＡ) 原子力開発局長 

・ポール・ディックマン（Mr. Paul Dickman） 

【米国】アルゴンヌ国立研究所シニア・ポリシー・フェロー 

・マイク・ウエイトマン（Dr.Mike Weightman）  

     【英国】元・英国原子力規制庁(ＯＮＲ)長官 

・ロザ・ヤング（Dr.Rosa Yang） 

     【米国】米国電力研究所研究開発部門役員 

 

○開催実績 

第 ９回 廃炉等技術委員会 ２０１５年 ４月１６日（木） 

第１０回 廃炉等技術委員会 ２０１５年 ５月２８日（木) 

第１１回 廃炉等技術委員会 ２０１５年 ６月３０日（火) ※海外特別委員出席 

第１２回 廃炉等技術委員会 ２０１５年 ９月 ２日（水） 

第１３回 廃炉等技術委員会 ２０１５年１１月１６日（月） 

第１４回 廃炉等技術委員会 ２０１６年 ２月２３日（火） 

    

（（（（４４４４））））専門委員会専門委員会専門委員会専門委員会等等等等    

個別テーマについて詳細な検討を行うために、廃炉等技術委員会に加えて、以下の会議体を設置、開

催した。 

 

①燃料デブリ取り出し専門委員会 

燃料デブリ取り出しに関する専門的な検討を行うために設置した。 

 

○構成員（２０１６年１月２０日時点） 

＜有識者＞ 

・近藤 駿介 東京大学 名誉教授（原子力発電環境整備機構 理事長）＜主査＞ 

・淺間 一 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・岡本 孝司 東京大学大学院工学系研究科 教授 
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・小川 徹 長岡技術科学大学大学院工学研究科 教授 

・越塚 誠一 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・山本 章夫 名古屋大学大学院工学研究科 教授 

＜関係機関代表＞ 

・松本 純 東京電力株式会社福島第一廃炉推進カンパニー・バイスプレジデント 

・剱田 裕史 技術研究組合国際廃炉研究開発機構 理事長 

・森山 善範 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 理事 

・飯倉 隆彦 株式会社東芝電力システム社 理事 

・魚住 弘人 株式会社日立製作所電力システム社 原子力担当ＣＥＯ 

・河野 文紀 三菱重工業株式会社原子力事業本部 副事業部長 

・三浦 宣明 清水建設株式会社原子力・火力本部長 

・薮内 彰夫 鹿島建設株式会社原子力部次長 

＜関係省庁＞ 

・平井 裕秀 経済産業省資源エネルギー庁 原子力事故災害対処審議官 

・村山 綾介 文部科学省研究開発局 原子力課廃炉技術開発企画官 

 

○開催実績 

第 ７回 燃料デブリ取り出し専門委員会  ２０１５年７月１５日（水） 

第 ８回 燃料デブリ取り出し専門委員会  ２０１５年８月２７日（木） 

第 ９回 燃料デブリ取り出し専門委員会  ２０１６年１月２０日（水） 

第１０回 燃料デブリ取り出し専門委員会  ２０１６年２月１８日（木） 

 

②廃棄物対策専門委員会 

廃棄物対策に関する専門的な検討を行うために設置した。 

 

○構成員（２０１６年２月１５日時点） 

＜有識者＞ 

・杤山 修 公益財団法人原子力安全研究協会 技術顧問 ＜主査＞ 

・岡本 孝司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・梅木 博之 原子力発電環境整備機構 理事 

・川上 泰 公益財団法人原子力安全研究協会 参与 

・髙橋 邦明 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構廃棄物対策・埋設事業統括  次長 

・新堀 雄一 東北大学大学院工学研究科 教授 

・服部 隆利 一般財団法人電力中央研究所原子力技術研究所 副センター長副研究参事 

・柳原 敏 福井大学大学院工学研究科 特命教授 

・佐藤 忠道 原電ビジネスサービス株式会社 取締役社長 

＜関係機関代表＞ 
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・石川 真澄 東京電力株式会社 廃棄物対策グループマネージャー 

・剱田 裕史 技術研究組合国際廃炉研究開発機構 理事長 

・森山 善範 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 理事 

・井尻 裕二 大成建設株式会社原子力本部 原子力技術第三部長 

＜関係省庁＞ 

・平井 裕秀 経済産業省資源エネルギー庁 原子力事故災害対処審議官 

・村山 綾介 文部科学省研究開発局原子力課 廃炉技術開発企画官 

 

○開催実績 

第６回 廃棄物対策専門委員会 ２０１５年６月 ４日（木） 

第７回 廃棄物対策専門委員会 ２０１５年７月２８日（火） 

第８回 廃棄物対策専門委員会 ２０１６年２月１５日（月） 

 

③廃炉研究開発連携会議    

様々な機関によって進められている福島第一原子力発電所の廃炉に向けた研究開発の成果を現場作業

に効果的に結び付けていくために設置、開催した。 

 

○構成員（２０１５年１２月３日時点） 

＜有識者＞ 

・山名 元 原子力損害賠償・廃炉等支援機構 理事長＜議長＞ 

・淺間 一  東京大学大学院工学系研究科 教授 

・飯倉 隆彦 株式会社東芝電力システム社 理事 

・板倉 周一郎 文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当） 

・魚住 弘人 株式会社日立製作所電力システム社 原子力担当ＣＥＯ 

・岡本 孝司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・小川 徹 長岡技術科学大学大学院工学研究科 教授（国立研究開発法人日本原子力研   

                     究開発機構廃炉国際共同研究センター センター長） 

・小原 徹 東京工業大学原子炉工学研究所 教授（廃止措置等基盤研究・人材育成 プ  

ログラム拠点大学リーダー） 

・門上 英 三菱重工業株式会社 常務執行役員 原子力事業部長 

・剱田 裕史 技術研究組合国際廃炉研究開発機構 理事長 

・小山 正史 一般財団法人電力中央研究所 原子力技術研究所 研究参事 

・平井 裕秀 経済産業省資源エネルギー庁 原子力事故災害対処審議官 

・松本 純 東京電力株式会社福島第一廃炉推進カンパニー バイスプレジデント 

・宮野 廣 法政大学大学院 客員教授（一般社団法人日本原子力学会福島第一原子力発     

                   電所廃炉検討委員会 委員長） 

・森山 善範 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 理事 
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・渡邉 豊 東北大学大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻 教授（廃止措置等基盤     

研究・人材育成プログラム拠点大学リーダー） 

＜オブザーバー＞ 

・馬場 務 原子力規制庁安全技術管理官（核燃料廃棄物担当）付 上席技術研究調査官 

 （管理施設・輸送担当） 

○開催実績 

第１回 廃炉研究開発連携会議  ２０１５年 ７月６日（月） 

第２回 廃炉研究開発連携会議  ２０１５年１２月３日（木） 

 

④廃炉・原子力安全分科会 

廃炉・原子力安全分野における東京電力の取組状況を審議するために設置、開催した。 

 

○構成員（２０１５年６月２６日時点） 

＜常任委員＞ 

・近藤 駿介 東京大学 名誉教授（原子力発電環境整備機構 理事長）＜主査＞ 

・岡本 孝司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・櫻井 敬子 学習院大学法学部 教授 

・山口 彰 東京大学大学院工学系研究科 教授 

・山本 章夫 名古屋大学大学院工学研究科 教授 

・山名 元 原子力損害賠償・廃炉等支援機構 理事長 

＜オブザーバー＞ 

・畠山 陽二郎 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部 原子力政策課長 

・新川 達也 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部 原子力政策課事故収束対応   

室長  

・小澤 典明 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部 原子力立地・核燃料サイク  

ル産業課長 

・曳野 潔 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 企画官 

・西田 亮三 文部科学省研究開発局 放射性廃棄物企画室長 

 

○開催実績 

第１回 廃炉・原子力安全分科会 ２０１５年５月１１日（月） 

第２回 廃炉・原子力安全分科会 ２０１５年６月２６日（金） 
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２．２．２．２．廃炉に向けた中長期戦略の策定及び重要な課題への技術的支援廃炉に向けた中長期戦略の策定及び重要な課題への技術的支援廃炉に向けた中長期戦略の策定及び重要な課題への技術的支援廃炉に向けた中長期戦略の策定及び重要な課題への技術的支援    

（１）（１）（１）（１）戦略プラン戦略プラン戦略プラン戦略プラン２０１５２０１５２０１５２０１５    

２０１５年４月３０日（木）、福島第一原子力発電所の廃炉に向けた中長期的な技術戦略をまとめ、

「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン（以下、「戦略プラン」とい

う。）２０１５」として公表した。戦略プラン２０１５の策定に当たっては、２０１５年に改訂が予定

されていた「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（廃

炉・汚染水対策関係閣僚等会議決定。２０１５年６月１２日（金）に改訂。以下、「中長期ロードマッ

プ」という。）に技術的な基盤を提供することを目指した。 

今後、福島第一原子力発電所の現場作業や廃炉に向けた研究開発等の進捗状況を踏まえ、戦略プラン

を定期的に更新することを予定している。２０１５年夏以降は、２０１６年版の戦略プランの策定に向

けて、技術的検討を進めた。２０１６年版の戦略プランでは、２０１５年版の戦略プランで提示した廃

炉全体のリスク低減及び燃料デブリ取り出しに向けた検討の精緻化を図る。とりわけ、「号機ごとの燃

料デブリ取り出し方針の決定」（２０１７年夏頃）といった中長期ロードマップ上の重要なマイルスト

ーンに向けて技術的な基盤を提供することを目指す。 

 

（２）（２）（２）（２）原子炉建屋オペレーティングフロア原子炉建屋オペレーティングフロア原子炉建屋オペレーティングフロア原子炉建屋オペレーティングフロアのののの解体・改造解体・改造解体・改造解体・改造にににに関する評価と提言関する評価と提言関する評価と提言関する評価と提言    

ＮＤＦは、中長期な課題に対する戦略検討に加え、必要に応じて喫緊の重要課題に対しても技術的支

援を行っている。 

２０１５年１１月、２号機使用済燃料プールからの燃料取り出しに係る判断に先駆け、東京電力から

「福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋オペレーティングフロア上部解体・改造範囲について

（案）」がＮＤＦに提示された。 

ＮＤＦは、燃料デブリ取り出し作業等の中長期的な対策への影響を考慮しつつ、本計画についてレビ

ューを行い、２０１５年１１月２６日（木）の原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策チーム会合/事務

局会議（第２４回）において本計画に対する評価と提言を示した（参考資料）。 

 

（３）（３）（３）（３）汚染水対策汚染水対策汚染水対策汚染水対策へのへのへのへの技術的技術的技術的技術的支援支援支援支援    

汚染水問題についても技術的支援を実施した。福島第一原子力発電所での定例的な現場状況確認並

びに原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策チーム会合事務局会議、汚染水処理対策委員会及び各種タス

クフォース等への参加を通じて情報を収集し、燃料デブリ取り出し及び廃棄物対策等との関係を踏まえ

た技術的な検討を進め、助言を行った。廃炉等技術委員会においては、毎回、東京電力から廃炉・汚染

水対策の進捗状況について報告を受け、汚染水対策について審議し、東京電力に対し助言、指導を行っ

た。 
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３．３．３．３．廃炉に向けた研究開発の企画と進捗管理廃炉に向けた研究開発の企画と進捗管理廃炉に向けた研究開発の企画と進捗管理廃炉に向けた研究開発の企画と進捗管理    

福島第一原子力発電所の円滑な廃炉を進めるために、２０１４年９月に定めた「廃炉等技術研究開発

業務実施方針」（２０１４年９月１０日（水）大臣認可）に基づき、廃炉に向けた研究開発の企画、調

整及び管理業務を実施した。 

 

（１）廃炉研究開発連携会議（１）廃炉研究開発連携会議（１）廃炉研究開発連携会議（１）廃炉研究開発連携会議    

様々な機関によって進められている福島第一原子力発電所の廃炉に向けた研究開発の成果を現場作業

に効果的に結び付けていくために、２０１５年５月２１日（木）の廃炉・汚染水対策チーム会合におい

て、「廃炉研究開発連携会議」をＮＤＦに設置することが決定された。ＮＤＦは、広く関係者の参加を

得て、２０１５年７月６日（月）、１２月３日（木）に廃炉研究開発連携会議を開催した。 

 

（（（（２２２２））））研究開発研究開発研究開発研究開発等の等の等の等の事業の事業の事業の事業の一元的な把握一元的な把握一元的な把握一元的な把握及び及び及び及びレビューレビューレビューレビュー    

政府が主導する以下の研究開発等の事業について、実施状況を一元的に把握するとともに、廃炉に向

けた中長期的な技術検討を踏まえてレビューを行い、次年度以降の計画策定に参画した。 

 

①①①① 廃炉・汚染水対策事業（経済産業省廃炉・汚染水対策事業（経済産業省廃炉・汚染水対策事業（経済産業省廃炉・汚染水対策事業（経済産業省    資源資源資源資源エネルギー庁エネルギー庁エネルギー庁エネルギー庁））））    

経済産業省による補助事業「廃炉・汚染水対策事業」（表１－１、１－２）の審査・評価委員会に

委員もしくはオブザーバーとして参加し、各プロジェクトの実施状況を把握するともに、廃炉に向け

た中長期戦略及び研究開発の全体像との整合性を踏まえて技術的見地から助言を行った。 

 

表１-１ 平成２５年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業」に関する補助事業 

公募時期 補助事業名 

第三次 原子炉内燃料デブリ検知技術開発 

第五次 トリチウム分離技術検証試験事業 

第六次 圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発 

第七次 原子炉格納容器漏えい箇所の補修・止水技術の開発 

  原子炉格納容器漏えい箇所の補修・止水技術の実規模試験 

第九次 原子炉建屋内の遠隔除染技術の開発 

  原子炉格納容器内部調査技術の開発 

 

表１－２ 平成２６年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業」に関する補助事業 

公募時期 補助事業名 

第一次 使用済燃料プールから取出した燃料集合体の長期健全性評価 

  事故進展解析及び実機データ等による炉内状況把握の高度化 

  燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発 

  燃料デブリ臨界管理技術の開発 

 燃料デブリの性状把握 

  固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発 
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第二次 燃料デブリ・炉内構造物取り出しの基盤技術開発事業 

 燃料デブリ・炉内構造物取り出し工法・システムの高度化事業 

第三次 原子炉圧力容器内部調査技術の開発 

第四次 燃料デブリ・炉内構造物取り出しの基盤技術開発事業 

 

また、これまでの各プロジェクト実施状況、中長期の廃炉戦略、研究開発の全体像を踏まえ、平成

２８年度以降の同事業の実施計画(表１－３)の策定に参画した。 

 

表１－３ 平成２７年度補正予算等 廃炉研究開発プロジェクト 

分    野 補助事業名 

内部調査 総合的な炉内状況把握の高度化 

 燃料デブリの性状把握・分析技術の開発 

 原子炉格納容器内部調査技術の開発 

 原子炉圧力容器内部調査技術の開発 

燃料デブリ取り出し 

（取り出し工法の開発） 

燃料デブリ・炉内構造物の取り出し工法・システムの高度化 

 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し基盤技術開発 

燃料デブリ取り出し 

（作業環境の向上） 

圧力容器／格納容器の腐食抑制技術の開発 

 圧力容器／格納容器の耐震性・影響評価手法の開発 

 燃料デブリ臨界管理技術の開発 

 原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の開発 

 原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の実規模試験 

 燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発 

廃棄物処理 固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発 

使用済燃料保管 使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の長期健全性評価 

 

②②②② 研究拠点施設整備事業（経済産業省研究拠点施設整備事業（経済産業省研究拠点施設整備事業（経済産業省研究拠点施設整備事業（経済産業省    資源資源資源資源エネルギー庁エネルギー庁エネルギー庁エネルギー庁））））    

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「ＪＡＥＡ」という。）福島研究基盤創生センター

が、経済産業省からの出資を受けて整備する遠隔操作機器・装置実証施設（楢葉遠隔技術開発センター）

及び放射性物質の分析・研究施設（大熊分析・研究センター）の施設運営について、施設運営・利用委

員会、専門部会及び検討会等にオブザーバー出席し、最新の活動状況を把握するともに、廃炉に向けた

中長期戦略及び研究開発の全体像との整合性を踏まえて技術的見地から助言を行った（表２－１）。 

 

表２－１ ＪＡＥＡ福島研究基盤創生センターによる施設整備関連の委員会等 

委員会等 開催日 

施設運営・利用委員会 第５回：２０１５年 ９月１４日（月） 

第６回：２０１６年 ３月１６日（水） 



 

12 

 

モックアップ試験施設専門部会国際協力検討会 第２回：２０１５年 ８月 ７日（金） 

第３回：２０１５年１０月 ９日（金） 

第４回：２０１５年１２月１６日（水） 

第５回：２０１６年 ２月１０日（水） 

分析・研究施設専門部会 第５回：２０１５年１２月２１日（月） 

第６回：２０１６年 ２月２５日（木） 

分析・研究施設専門部会分析技術等検討会 第１回：２０１５年 ６月 １日（月） 

第２回：２０１５年 ６月２４日（水） 

第３回：２０１５年 ７月２８日（火） 

第４回：２０１５年 ８月１８日（火） 

第５回：２０１５年 ９月１４日（月） 

第６回：２０１５年１０月１６日（金） 

第７回：２０１５年１１月１９日（木） 

分析・研究施設専門部会分析技術者育成検討会 第１回：２０１５年１２月 １日（火） 

第２回：２０１６年 １月１４日（木） 

第３回：２０１６年 ２月 ４日（木） 

第４回：２０１６年 ２月１８日（木） 

 

③③③③ＪＡＥＡＪＡＥＡＪＡＥＡＪＡＥＡによる基礎基盤研究による基礎基盤研究による基礎基盤研究による基礎基盤研究活動、基盤研究連携活動活動、基盤研究連携活動活動、基盤研究連携活動活動、基盤研究連携活動、拠点整備事業（文部科学省）、拠点整備事業（文部科学省）、拠点整備事業（文部科学省）、拠点整備事業（文部科学省）    

ＪＡＥＡが、文部科学省からの運営費交付金により実施する、廃炉国際共同研究センター（ＣＬＡ

ＤＳ）を中心とした研究開発活動（廃棄物の処理・処分、燃料デブリ取扱・分析、事故進展挙動評価、

廃炉基盤研究プラットフォームの運営等）について、ＣＬＡＤＳ廃止措置研究国際ワークショップへ

の参加や、廃炉基盤研究プラットフォームの運営会議へのオブザーバーとしての参加（表３－１）を

通じて、最新の状況を把握するとともに、廃炉に向けた中長期戦略及び研究開発活動との整合性を踏

まえて技術的見地から助言を行った。 

 

表３－１ ＪＡＥＡ ＣＬＡＤＳのワークショップ、廃炉基盤研究プラットフォームの運営会議 

ワークショップ及び運営会議 開催日 

ＣＬＡＤＳ廃止措置研究国際ワークショップ 第１回：２０１５年１１月１０日（火） 

廃炉基盤研究プラットフォームの運営会議 第１回：２０１５年１２月１５日（火） 

第２回：２０１６年 ３月２８日（月） 

 

④④④④廃止措置研究・人材育成廃止措置研究・人材育成廃止措置研究・人材育成廃止措置研究・人材育成等強化プログラ等強化プログラ等強化プログラ等強化プログラムムムム（文部科学省）（文部科学省）（文部科学省）（文部科学省）    

文部科学省が実施する廃止措置研究・人材育成等強化プログラムの外部有識者会議（表４－１）に

有識者委員として参加し、事業推進に当たって助言を行った。また、廃止措置研究・人材育成等強化

プログラムに関するワークショップ（表４－２）に参加した。「次世代イニシアティブ廃炉技術カン

ファレンス」については、実行委員会（※）に委員として参加した。 
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表４－１ 廃止措置研究・人材育成等強化プログラムに関する外部有識者会議 

開催日 開催場所 

２０１５年 ８月２８日（金） 国立研究開発法人科学技術振興機構東京本部別館 

２０１５年１２月 ７日（月） 国立研究開発法人科学技術振興機構東京本部別館 

２０１６年 ３月１６日（水） 東北大学 

 

表４－２ 廃止措置研究・人材育成等強化プログラムに関するワークショップ開催一覧 

開催日 イベント名 主な主催機関 

２０１５年１１月１４日（土） サイエンスアゴラ２０１５ チ

ャレンジ廃炉 ～フロンティア

と研究者の夢～ 

国立研究開発法人科学技術

振興機構 

２０１６年 ３月１６日（水） 次世代イニシアティブ廃炉技術

カンファレンス 

文部科学省、東北大学、東

京工業大学、東京大学、福

島大学、福島工業高等専門

学校、福井大学、地盤工学

会 

※「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」採択７機関（東北大学、福島大学、福島工業

高等専門学校、福井大学、地盤工学会、東京大学、東京工業大学）、国立研究開発法人科学技

術振興機構に所属する関係者及びＮＤＦの委員で構成。 
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４．４．４．４．廃炉に向けた廃炉に向けた廃炉に向けた廃炉に向けた国内外国内外国内外国内外の関係者とのの関係者とのの関係者とのの関係者との連携連携連携連携    

世界でも前例の無い規模の廃炉の実施のためには、広く国内外の関係者と連携し、国内外の叡智を結

集することが不可欠である。ＮＤＦは、設立以来、国内外の関係者との協力関係の深化、拡大を進めて

いる。 

 

（１）（１）（１）（１）国内関係者との協力国内関係者との協力国内関係者との協力国内関係者との協力    

政府、研究機関等と緊密に協力するとともに、廃炉等技術委員会、専門委員会、廃炉研究開発連携会

議等の会議体に広く国内関係者の参加を得て、中長期戦略の検討、研究開発の企画を行っている。さら

に、政府の関連会合への参加、協力協定の締結、不定期の意見交換等を通じて広く関係者との連携を進

めている。 

 

①①①① 政府との連携政府との連携政府との連携政府との連携    

福島第一原子力発電所の対策に関する政府の関連会合（表５）に出席し、積極的に議論に参加し、最

新の検討状況を踏まえ技術的見地から円滑な廃炉に向けて提言を行った。 

 

表５ 原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策チーム関連の会合 

会議等（目的） 開催日 

廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議 

 

第２回：２０１５年６月１２日（金） 

廃炉・汚染水対策チーム会合 

 

第３回：２０１５年５月２１日（木） 

廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議 

（廃炉･汚染水対策の方針の検討、中長期ロード

マップの進捗管理等） 

第１７回：２０１５年４月３０日（木） 

第１８回：２０１５年５月２８日（木） 

第１９回：２０１５年６月２５日（木） 

第２０回：２０１５年７月３０日（木） 

第２１回：２０１５年８月２７日（木） 

第２２回：２０１５年１０月１日（木） 

第２３回：２０１５年１０月２９日（木） 

第２４回：２０１５年１１月２６日（木） 

第２５回：２０１５年１２月２４日（木） 

第２６回：２０１６年１月２８日（（（（木） 

第２７回：２０１６年２月２５日（木） 

第２８回：２０１６年３月３１日（木） 

廃炉・汚染水対策現地調整会議 

（現地での情報共有や関係省庁等の連携強化等） 

第２０回：２０１５年４月１３日（月） 

第２１回：２０１５年５月２５日（月） 

第２２回：２０１５年６月２２日（月） 

第２３回：２０１５年７月２７日（月） 
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第２４回：２０１５年８月２５日（火） 

第２５回：２０１５年９月２８日（月） 

第２６回：２０１５年１０月３０日（金） 

第２７回：２０１５年１１月２５日（水） 

第２８回：２０１５年１２月１７日（木） 

第２９回：２０１６年１月２５日（月） 

第３０回：２０１６年２月２２日（月） 

第３１回：２０１６年３月３０日（水） 

廃炉・汚染水対策福島評議会 

（地元関係者への情報提供・コミュニケーション

の強化） 

第７回：２０１５年４月９日（木） 

第８回：２０１５年６月１５日（月） 

第９回：２０１５年９月２９日（火） 

第１０回：２０１５年１２月２２日（火） 

 

②②②②協力協定に基づく協力協定に基づく協力協定に基づく協力協定に基づく連携連携連携連携        

以下の３機関とは、廃炉に関する協力協定を締結した上で、情報交換等の連携を進めている。 

 

○一般財団法人電力中央研究所 

「原子炉施設の廃炉等に関する原子力損害賠償・廃炉等支援機構と一般財団法人電力中央研究

所との連携協力についての協定書」２０１４年１２月２６日（金）締結 

○独立行政法人日本原子力研究開発機構 

「原子力施設の廃炉等に関する原子力損害賠償・廃炉等支援機構と独立行政法人日本原子力研

究開発機構との連携協力に関する協定書」２０１５年１月６日（火）締結 

○中部電力株式会社 

「原子力発電所の廃止措置に関する原子力損害賠償・廃炉等支援機構と中部電力株式会社との 

技術協力についての協定書」２０１５年４月１４日（火）締結 

    

③③③③原子力規制庁との意見交換原子力規制庁との意見交換原子力規制庁との意見交換原子力規制庁との意見交換    

 福島第一原子力発電所の廃炉は世界でも前例の無い取組であるため、新たな安全規制の検討が原子

力規制庁によって進められている。このため、福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術的検討につ

いて、ＮＤＦは原子力規制庁と不定期の意見交換を行っている。 

 

（２）（２）（２）（２）海外関係者海外関係者海外関係者海外関係者との協力との協力との協力との協力    

 ＮＤＦは、設立以来、国際機関、各国政府機関及び海外の識者との協力関係を深化、拡大させてき

ており、世界の叡智の取り込みを進めている。特に、事故の発生した原子力施設の廃炉や放射性廃棄

物の対策といった困難な課題について、海外の先行事例に関する情報を収集している。（国際会議等

の日本語名称は仮訳。） 
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①①①①国際機関との連携国際機関との連携国際機関との連携国際機関との連携    

国際原子力機関(ＩＡＥＡ)、経済協力開発機構/原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）の専門家会合に出

席し、廃炉に向けた世界の取組状況に関する情報収集を進めるとともに、福島第一原子力発電所の廃

炉の状況について情報発信を行い理解促進に努めた。 

    

○○○○国際国際国際国際原子力原子力原子力原子力機関機関機関機関（（（（ＩＡＥＩＡＥＩＡＥＩＡＥＡ）Ａ）Ａ）Ａ）    

２０１５年９月のＩＡＥＡ総会においては、日米英仏４カ国の廃炉の状況を広く関係者に共有

し、今後の廃炉に向けた各国の取組のあり方について議論を行うべく、米英仏の政府関係機関

と共同で、廃炉に関するサイドイベントを開催した。また、以下の関係会合に参加した。 

 

・廃炉リスクマネジメントに関する国際プロジェクト（ＤＲｉＭａ）（２０１５年６月） 

・放射性廃棄物処理処分技術委員会（ＷＡＴＥＣ）（２０１５年７月） 

・損傷した原子力施設の廃炉及び除染に関する国際プロジェクト（ＤＡＲＯＤ）（２０１５年８

月、２０１６年１月） 

・中レベル廃棄物の安全処分に係る技術会合（ＩＬＷ－ＴＭ）（２０１６年１月） 

 

○○○○経済協力開発機構経済協力開発機構経済協力開発機構経済協力開発機構////原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）    

福島第一原子力発電所への対応に関する以下の専門家会合及びプロジェクトに参加した。 

 

・原子力施設安全委員会（ＣＳＮＩ）（２０１５年５月） 

・福島の廃棄物対策及び廃炉研究開発に係る専門家会合（ＥＧＦＷＭＤ）（２０１５年９月、２

０１６年１月） 

・福島事故後の安全研究の機会に関する上級専門家会合（ＳＡＲＥＦ）（２０１５年５月、１１

月） 

・廃止措置国際会議（ＤＮＩ）（２０１５年１１月） 

・福島第一原子力発電所事故のベンチマーク研究（ＢＳＡＦ２)（２０１５年１２月） 

 

②②②②二国間協力二国間協力二国間協力二国間協力    

原子力関連施設を有し実際に廃炉を進めている国の政府機関と積極的に二国間の対話を行っている。

英国及びフランスの政府関係機関とは協力覚書を締結し、米国とは政府間での枠組みを活用し、連携

協力を進めている。 

 

○○○○英国原子力廃止措置機関（ＮＤＡ）英国原子力廃止措置機関（ＮＤＡ）英国原子力廃止措置機関（ＮＤＡ）英国原子力廃止措置機関（ＮＤＡ）    

廃炉及び廃棄物対策分野における協力覚書（２０１５年２月２４日（火）締結）に基づき、Ｎ

ＤＡの所有するセラフィールドの施設視察を行うとともに、ＮＤＡと意見交換を行った。 

 

○○○○フランスフランスフランスフランス原子力・代替エネルギー庁原子力・代替エネルギー庁原子力・代替エネルギー庁原子力・代替エネルギー庁（ＣＥＡ）（ＣＥＡ）（ＣＥＡ）（ＣＥＡ）    



 

17 

 

協力覚書（２０１５年２月２４日（火）締結）に基づき、ＣＥＡの所有するマルクール、カダ

ラッシュの施設視察を行うとともに、ＣＥＡと意見交換を行った。 

 

○○○○米国エネルギー省（ＤＯＥ米国エネルギー省（ＤＯＥ米国エネルギー省（ＤＯＥ米国エネルギー省（ＤＯＥ） 

日米両政府による民間原子力協力に関する二国間委員会の一部である廃炉・環境管理ワーキン

ググループ（ＤＥＭＷＧ）の枠組みを活用しながら、米国エネルギー省（ＤＯＥ）及び同省所

属の研究機関と連携を進めている。 

    

③③③③海外特別委員の招請海外特別委員の招請海外特別委員の招請海外特別委員の招請    

２０１４年８月の発足当初、国際的な見地からＮＤＦの活動についてアドバイスを受けるために、

原子力の安全規制及び廃炉に関する研究開発等の分野で国際的に著名な専門家４名のＮＤＦ廃炉等技

術委員会の海外特別委員に任命した。廃炉等技術委員会等に招請し、戦略プラン策定等の技術的な検

討に向けて、それぞれの専門的知見・経験に基づく助言を受けた。 

 

＜廃炉等技術委員会 海外特別委員＞（２０１６年２月２３日時点） 

・クリストフ・ベアール（Mr. Christophe Behar） 

 【フランス】フランス原子力・代替エネルギー庁(ＣＥＡ) 原子力開発局長 

・ポール・ディックマン（Mr. Paul Dickman） 

 【米国】アルゴンヌ国立研究所シニア・ポリシー・フェロー 

・マイク・ウエイトマン（Dr. Mike Weightman）  

 【英国】元・英国原子力規制庁(ＯＮＲ)長官 

・ロザ・ヤング（Dr. Rosa Yang） 

 【米国】米国電力研究所研究開発部門役員 

 

＜海外特別委員の招請＞ 

○２０１５年６月２８日（日）～７月１日（水） 

ＮＤＦ役職員との意見交換、第１１回廃炉等技術委員会出席 

○２０１５年１１月１８日（水）～２１日（土） 

ＮＤＦ役職員との意見交換、福島第一原子力発電所視察 

○２０１６年３月２０日（月）～２４日（木） 

ＮＤＦ役職員との意見交換 
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５５５５．．．．廃炉に関する情報の発信廃炉に関する情報の発信廃炉に関する情報の発信廃炉に関する情報の発信    

 福島第一原子力発電所の廃炉は世界でも前例の無い規模の困難な取組であるため、その円滑な実施に

当たっては、広く国内外からの理解と協力が不可欠である。このため、ＮＤＦは、ホームページ及びパ

ンフレットを通じて、福島第一原子力発電所の廃炉に関する情報発信を進めている。さらに、一層の理

解促進を図るために、第１回福島第一廃炉国際フォーラムを経済産業省資源エネルギー庁と共催するこ

とを決定し、開催に向けた準備を進めた。 

 

（１）ホームページ、パンフレット（１）ホームページ、パンフレット（１）ホームページ、パンフレット（１）ホームページ、パンフレット    

①ホームページ①ホームページ①ホームページ①ホームページ 

ＮＤＦ廃炉支援部門のウェブサイトを随時更新し、情報発信に努めた。 

    

②②②②パンフレットパンフレットパンフレットパンフレット    

 ２種類のパンフレットを制作し、情報発信に努めた。 

 

○「原子力損害賠償・廃炉等支援機構の事業について」和文（２０１５年１１月） 

平成２６年度に制作したＮＤＦの紹介用のパンフレットを改訂した。 

 

○「The Nuclear Damage Compensation and Decommissioning Facilitation Corporation (NDF)」英  

文（２０１６年２月） 

平成２６年度に制作したＮＤＦの紹介用の英語版パンフレットを改訂した。 

 

（（（（２２２２））））第１回福島第一廃炉国際フォーラム第１回福島第一廃炉国際フォーラム第１回福島第一廃炉国際フォーラム第１回福島第一廃炉国際フォーラム    

 福島第一原子力発電所の廃炉作業の進捗及び廃炉に向けた国内外の研究開発の成果について一層の情

報発信をするため、また、廃炉に係る地域とのコミュニケーションのあり方を議論するために、経済産

業省資源エネルギー庁と共同で「第 1回福島第一廃炉国際フォーラム」を開催することを決定した。Ｉ

ＡＥＡ等の国際機関、世界の著名な専門家、国内外の学生及び地元の関係者が一堂に会する、廃炉分野

における世界初の国際フォーラムとすべく、開催準備を進めた。 

 

２０１６年２月 ５日（金）        専用ウェブページ開設 

２０１６年４月１０日（日）～１１日（月） 第１回福島第一廃炉国際フォーラム（当日） 

        



 

19 

 

参考参考参考参考資料資料資料資料 

    

2015 年 11 月 26 日 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構 

    

福島第一原子力発電所第 2号機原子炉建屋オペレーティングフロア上部解体・改造範囲 

に関する評価と提言 

 

 

中長期ロードマップ（以下、「RM」という）上に示されている福島第一原子力発電所 2号機使用済燃

料プールからの燃料取り出しプランの判断ポイントに当たって、今般、東京電力株式会社（以下、「東

京電力」という）から計画案「福島第一原子力発電所第 2号機原子炉建屋オペレーティングフロア上部

解体・改造範囲について」が提示された。 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下、「NDF」という）は、同計画案に対する評価とそれに基づ

く提言を行う。 

 

1．東京電力より提示された計画案 

 東京電力は、現在、プール燃料と燃料デブリを同一の架構で取り出す「燃料デブリ共用コンテナ案」

（プラン①）と、別の架構で取り出す「プール燃料取り出し特化案」（プラン②）の 2つの案を並行し

て検討・設計中である。（2017 年度の HP2 を目途に絞り込む計画） 

 燃料を早期に取り出し、廃炉作業におけるリスク低減を図るためには、「燃料デブリ共用コンテナ

案」（プラン①）と「プール燃料取り出し特化案」（プラン②）の計画を踏まえ、原子炉建屋上部の解

体・改造範囲を判断（HP1：2015 年中頃）し、今年度から原子炉建屋オペレーティングフロア上部解

体・改造等の工事を進めていく必要がある。 

 

東京電力の計画案において、以下により「原子炉建屋オペレーティングフロア上部を全面解体するこ

とが望ましい」と判断している。 

■燃料デブリ共用コンテナ案（プラン①）では、原子炉建屋上部の全面解体の可能性が高い。 

■プール燃料取り出し特化案（プラン②）では、上部解体範囲の異なる複数のプラン（上部全面解体、

上部部分解体、一部開口）を抽出し、公衆・作業安全や早期に使用済燃料プールから燃料を取り出すこ

とでリスクを低減させる観点から比較評価した結果、原子炉建屋上部の全面解体が望ましい。 

■原子炉建屋上部を全面解体しても、1～4号機原子炉建屋からのダスト放出量の増分は、現在の放出

量の変動の範囲と同程度に収まる見込みである。 

 

2．NDF としての評価の進め方 

東京電力の提示したプラン①（上部全面解体）及びプラン②（上部全面解体、上部部分解体、一部開

口）の解体範囲について、NDF は、以下の視点から比較評価を行う。 
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○安全性   ： 作業員の被ばく、プール燃料リスクの早期低減、ダスト放出の影響、 

建屋上部の構造強度 

○確実性   ： 信頼性の高い解体技術 

○合理性   ： 廃棄物発生量、作業員数・費用、燃料デブリ取り出しへの移行性 

○迅速性   ： プール燃料や燃料デブリの取り出し時期 

○現場適用性 ： 線量低減対策も含めた工事の取り組み易さ 

 

3．NDF としての評価 

（1）原子炉建屋オペレーティングフロア上部解体・改造範囲の評価 

プラン①においては、燃料デブリ共用コンテナ設置のために建屋オペレーティングフロア上部を全面

解体する可能性が高い。オペレーティングフロア上部を全面解体する場合は、大型クレーンや信頼性の

高いウォールソー及びワイヤーソー等を用いた解体技術で比較的効率良く解体工事を進めることが可能

である。また、除染・線量低減の対象は損傷の無いオペレーティングフロアのみであり既存技術で効率

的に進めることが可能となるため工期も比較的短くすることが可能と考えられる。また、プラン①は、

プラン②の 3案に比べて、プール燃料取り出しのための架構を解体・撤去する必要性や、上部部分解体

案及び一部開口案において残されたオペレーティングフロア上部の壁及び屋根やその補強用の架構など

の解体・撤去の必要性が無く、作業員被ばく及び廃棄物発生量においても有利であると考えられる。燃

料デブリ取り出しへの移行性は、燃料デブリ共用コンテナを建設することにより、設計の後戻りリスク

を最小化することを前提に最も優れている。 

プラン②において、上部部分解体案及び一部開口案では、高線量のオペレーティングフロア上部の壁

及び屋根を残したままで、線量低減のための遮蔽体設置や壁高所及び屋根の除染作業の工事を実施する

こととなり難度は高いと考えられる。また、上部部分解体案及び一部開口案において残された建屋部分

の強度は大きく低下すると考えられるが、高線量下での補強は容易ではないと考えられる。そのため、

プール燃料取り出し開始までの工期が、上部全面解体案に比べて 1年から 4年程度延びる評価となって

いる。したがって、プール燃料リスクの早期低減の観点及び作業員被ばくの観点からプラン②において

も上部全面解体が望ましいと考えられる。 

 

（2）解体に伴うダスト放出量について 

現状、2号機は爆発による損傷が無くオペレーティングフロア上部は建屋で覆われた状態である。こ

れを踏まえ、原子炉建屋オペレーティングフロア上部を解体・撤去する場合のダストの放出量について、

以下に評価する。 

 

 ダストの放出量（通常時）について、いずれの解体方法においても、1～4号機原子炉建屋からの放

出量の増分は、現在の放出量の変動の範囲と同程度に収まる見込みであり、福島第一原子力発電所の放

出管理目標値を下回ることが試算で確認されており、敷地境界には影響を与えないと考えられる。 

また、ダストの放出量（解体作業時）について、2号機の建屋オペレーティングフロア上部の解体作

業は、1号機、3号機のようにガレキ状の損傷した構造物の解体と比べ、より確実度が高いと考えられ

る。原子炉建屋オペレーティングフロア上部をブロック状に切断する工法について、切断箇所を直接覆
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う効果を含めない放出評価として、最も放出量が多いと考えられる上部全面解体の場合においても解体

作業時の放出量は、１～4号機原子炉建屋からの現在の放出量の変動の範囲と同程度に収まる見込みと

評価されており、敷地境界には影響を与えないと考えられる。 

解体方法については、飛散防止剤を散布した上で散水しながら圧砕する工法に加え、ウォールソー等

でブロック状に切断、解体する工法を検討中である。ウォールソー等を用いた工法では、切断箇所を直

接覆うことによるダスト放出量低減を目指しており、その効果は今後のモックアップで確認していく計

画のため、更なるダスト飛散抑制効果が期待できると考えられる。 

 

以上の（1）及び（２）を踏まえ、東京電力の計画案「福島第一原子力発電所第 2号機原子炉建屋オ

ペレーティングフロア上部解体・改造範囲について」における「原子炉建屋オペレーティングフロア上

部を上部全面解体することが望ましい」とする判断は妥当であると考えられる。 

 

4． 東京電力等に対する提言 

昨年度、NDF の「福島第一原子力発電所１、2号機燃料取り出し計画プラン選択の評価と提言」

（2014 年 10 月 30 日）の評価において、燃料デブリ取り出し時期、作業員被ばく量、放射性物質飛散量、

廃棄物発生量等の観点からプラン①の採用に向け取り組む必要性を示している。その評価は現状も妥当

と考えられ、共用コンテナの設計の後戻りリスクの最小化を図りながら 2年後のプラン①の選択の実現

性に向けた検討に注力していくべきである。 

 

環境への影響を緩和する対策などの周辺工事との計画調整に留意しつつ、計画通りにプール燃料取り

出しが行えるよう、準備工事や建屋解体工事を着実に進めるべきである。 

 

また、原子炉建屋オペレーティングフロア上部の解体工事の計画や工事実施に当たっては、放出量の

飛散抑制策の効果をモックアップなどで確認した上で、放出管理目標を厳守することは勿論のこと、更

なるダスト放出量低減に努めるべきである。 

 

以上 

 


